様式１（入札参加申請時に低入札価格調査を辞退している場合の失格）
第　　　　　　　　　号

令和　　年　　月　　日
                  様
高知市長　桑　名　龍　吾
入札失格通知書
下記の工事の入札について，あなたは，入札参加申請時に一般競争入札参加資格確認申請書において，調査基準価格を下回る価格で入札を行った場合は低入札価格調査（失格調査及び低入札調査）を受けることを辞退されております。
開札の結果，あなたは調査基準価格を下回る価格で入札されており，失格としたので通知します。
記
１　工 事 名
様式１（失格調査による失格）
第　　　　　　　　　号

令和　　年　　月　　日
                  様
高知市長　桑　名　龍　吾　　
入札失格通知書
　低入札価格調査制度により入札結果を保留していた下記の工事の入札については，提出された工事費内訳書を調査の結果，失格基準に該当するため，失格としたので通知します。
記
１　工 事 名
２　失格基準に該当する見積経費
　　○○費（失格基準相当額○○○○円）
(送付する際は注意書きを消すこと)

注　１　２の○○費には直接工事費等の失格基準に該当する経費区分を明記するとともに，当該経費区分の失格基準相当額を併せて明記すること。
２　失格調査において，工事費内訳書の直接工事費，共通仮設費，現場管理費及び一般管理費の総合計額が入札書記載金額と一致しないこと，工事費内訳書の直接工事費，共通仮設費，現場管理費又は一般管理費のいずれかの合計額に記載誤りがあること等による失格の場合は，「２　失格の理由」と書き換えて，その理由を明記すること。

様式２
令和　　年　　月　　日
高知市長　桑　名　龍　吾　　様
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印
誓　約　書
令和　　年　　月　　日に行われた　　　　　　　　　　工事の入札において高知市建設工事低入札価格調査制度実施要領第10の２に規定する低入札者調査対象者となりましたが，今後低入札調査を経て落札決定を受け，工事を適正なものとして施工完成させるため，下記の事項を遵守することを誓約します。
記
１　低入札調査の実施に協力すること。
２　工事の施工に当たっては，品質，安全等の確保に万全を期し，粗雑工事は行わないこと。
３　工事施工経費に不足が生じる場合には自らの負担により補てんし，下請業者や資材納入業者等への圧迫，しわ寄せは行わないこと。
４　工事完成後の下請代金支払状況等実態調査の実施に協力すること。
５　工事完成後は，建設工事請負契約書特記事項に規定の契約不適合責任期間中に年１回の現地確認と報告を行うこと。
(送付する際は注意書きを消すこと)

注　本書は，低入札調査時に調査資料と併せて提出させること。
様式３
第　　　　　　　　　号　
令和　　年　　月　　日　
                  様
高知市○○部長
建設工事低入札価格調査制度に基づく事情聴取の実施について
令和　　年　　月　　日に入札を行った下記１の工事の低入札調査事情聴取を下記２以下のとおり実施しますので，令和　年　月　日までに誓約書及び低入札価格調査制度に基づく低入札価格調査資料を提出するとともに，事情聴取当日は代表取締役又はこれに準ずる地位にあたる使用人が出席してください。
記
１　工事名
２　調査日時，場所
３　調査事項（別表１関係）
（１）当該価格により入札した理由

（２）入札価格の詳細内訳書

（３）下請予定者一覧表

（４）手持ち工事の状況

（５）対象工事の工事場所と入札者の事業所等との関連

（６）対象工事に係る手持資材の状況

（７）対象工事の資材購入先及び購入先と入札者との関係

（８）対象工事に係る手持機械の状況

（９）対象工事に係る機械のリース予定

（10）対象工事に係る労務者の具体的供給見通し

（11）対象工事に係る建設副産物の搬出地

（12）過去に施工した公共工事名等及び工事実績

（13）経営状況，信用状態
４　調査担当者
○○部○○課
職・氏名
ＴＥＬ
(送付する際は注意書きを消すこと)

注　提出資料の提出期限は，開札後３日（閉庁日を含まない。）とする。
様式３の２
令和 　年　 月　 日
高知市長　様
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　 印
辞退書
令和　 年　 月　 日に行われた　　　　　　 　　　　　　　　工事
の入札において高知市建設工事低入札価格調査制度実施要領第10の２に規定する低入札調査対象者となりましたが，低入札調査を受け，当該工事の落札者となることを辞退いたします。
様式４
低入札審査表
１　概要
	工事名・工事番号
	

	工事場所
	

	入札日（事情聴取日）
	

	調査対象者
住所・商号
	

	事情聴取に出席した
調査対象者の役職・氏名
	

	調査実施者
所属・氏名
	


２　入札記録
３　調査項目の確認内容と結果
	
	調査項目
	確認内容
	結果

	(1)
	当該価格により入札した理由
	
	

	(2)
	入札価格の詳細内訳書
	
	

	(3)
	下請予定者一覧表
	
	

	(4)
	手持ち工事の状況
	
	

	(5)
	工事場所と入札者の事業所等との関連
	
	

	(6)
	手持資材の状況
	
	

	(7)
	資材購入先及び購入先と入札者との関係
	
	

	(8)
	手持機械の状況
	
	

	(9)
	機械のリース予定
	
	

	(10)
	労務者の具体的供給見通し
	
	

	(11)
	対象工事に係る建設副産物の搬出地
	
	

	(12)
	過去に施工した公共工事・工事実績
	
	

	(13)
	経営状況，信用状態
	
	

	(14)
	その他
	
	


＊　必要に応じて，調査資料及び事情聴取等により作成した資料を添付する。
４　調査実施者の所見
５　審査会の判断
	□　契約の内容に適合した履行がされると認める。
□　契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認める。
（理由）
　　　年　月　日　　　　　　　　　　　　　委員長　　　　　　　　　　　印



様式５
第　　　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
                  様
高知市長　桑　名　龍　吾　　　
落札決定通知書
建設工事低入札価格調査制度により入札結果を保留していた下記の工事の入札については，調査の結果あなたを落札者とすることに決定したので通知します。
つきましては，令和　年　月　日までに契約書（案）を提出してください。
（なお，あなたの施工体制評価は，別紙のとおりです。）
記
１　工事番号
２　工 事 名
３　契約担当者
総務部契約課
職・氏名
ＴＥＬ
(送付する際は注意書きを消すこと)

注　１　本通知には，契約書等落札者に手渡す書類一式を同封すること。
２　契約書の提出期限は，落札決定の日から10日以内（閉庁日を含む。）とすること。
３　（　　）は，低入札者である場合に記載すること。
別紙
施工体制評価結果一覧表
業者名　　　　　　　　　　　
１　品質確保の実効性
	減　　点　　評　　価　　項　　目
	減点指数
	該当

	１　積算の直接工事費若しくは共通仮設費の合計が誤っているもの又は入札時提出の工事費内訳書記載の各合計と一致しないもの
	６
	

	２　積算根拠となる下請等見積書の提出がないもの（見積書が不足する場合を含む。）又は積算根拠が不明なもの
	６
	

	３　下請等見積書の見積金額未満の積算項目があるもの
	６
	

	４　下請等見積書の仕様内容と一致しない積算があるもの
	６
	

	５　設計図書と異なる仕様で経費が計上されているもの
	６
	

	６　直接工事費又は共通仮設費の積算根拠が書面上不明で，ヒアリング時に明確な根拠が確認できたもの
	４
	

	７　直接工事費の積算項目に，積算項目ごとに設計金額の50％未満のものがあるもの（項目数は問わず，複数項目でも重複減点はしない。）
	４
	

	８　共通仮設費に設計図書で指定した安全費の積上計上がないもの
	４
	

	９　直接工事費の積算項目に，積算項目ごとに設計金額の80％未満のものがあるもの（項目数は問わず，複数項目でも重複減点はしない。）
	２
	

	10　直接工事費又は共通仮設費の項目区分が標準積算基準と異なるもの
	２
	

	減　点　指　数　合　計　及　び　評　価
	　　Ａ
	　Ｂ


　評価　「良」＝減点指数合計０　「可」＝減点指数合計６未満　「不可」＝減点指数合計６以上
２　減点評価項目該当の理由
(送付する際は注意書きを消すこと)

注　１　減点評価項目のうち，該当する項目の「該当」欄に○を記入すること。
２　「Ａ」欄には該当する減点指数の合計を記入し，「Ｂ」欄には「良」，「可」，「不可」のうち該当する評価を記入すること。
３　「２　減点評価項目該当の理由」には，減点評価項目ごとに該当理由を具体的に記入すること。
３　施工体制確保の確実性
	減　　点　　評　　価　　項　　目
	減点指数
	該当

	１　積算の現場管理費若しくは一般管理費の合計が誤っているもの又は入札時提出の工事費内訳書記載の各合計と一致しないもの
	６
	

	２　現場管理費若しくは一般管理費の積算に内訳の記載がないもの又は積算根拠が不明なもの
	６
	

	３　現場管理費又は一般管理費の積算根拠が書面上不明で，ヒアリング時に明確な根拠が確認できたもの
	４
	

	４　現場管理費に安全訓練等に要する費用又は法定福利費の計上がないもの
	４
	

	５　提出資料に「その価格により入札した理由」又は「経費節減が図られた理由」の記載がないもの（記載内容が不明瞭な場合を含む。）
	４
	

	６　契約の保証が現金以外のものであるにもかかわらず，一般管理費に契約保証費の計上がないもの
	２
	

	７　提出資料が不足するもの（下請等見積書の場合は除く。）
	２
	

	８　監理技術者又は主任技術者に加えて１名専任配置しなければならない技術者が書面上明確でないもの
	２
	

	９　現場管理費又は一般管理費の項目区分が標準積算基準と異なるもの
	２
	

	10　工程管理上支障が生じるおそれがあるその他，施工体制上何らかの問題があると認められるもの
	２
	

	減　点　指　数　合　計　及　び　評　価
	Ａ
	Ｂ


　評価　「良」＝減点指数合計０　「可」＝減点指数合計６未満　「不可」＝減点指数合計６以上
４　減点評価項目該当の理由
(送付する際は注意書きを消すこと)

注　１　減点評価項目のうち，該当する項目の「該当」欄に○を記入すること。
２　「Ａ」欄には該当する減点指数の合計を記入し，「Ｂ」欄には「良」，「可」，「不可」のうち該当する評価を記入すること。
３　「４　減点評価項目該当の理由」には，減点評価項目ごとに該当理由を具体的に記入すること。
様式６
第　　　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
                  様
高知市長　桑　名　龍　吾
入札結果通知書
建設工事低入札価格調査制度により入札結果を保留していた下記の工事の入札については，令和　　年　　月　　日付けで下記のとおり決定したので，通知します。
入札記録については，入札情報システムで確認してください。
（なお，あなたの施工体制評価は，別紙のとおりです。）
記
１　工事番号
２　工 事 名
３　落札者名
４　落札金額
(送付する際は注意書きを消すこと)

注　（　　）は，低入札者である場合に記載すること。
別紙
施工体制評価結果一覧表
業者名　　　　　　　　　　　
１　品質確保の実効性
	減　　点　　評　　価　　項　　目
	減点指数
	該当

	１　積算の直接工事費若しくは共通仮設費の合計が誤っているもの又は入札時提出の工事費内訳書記載の各合計と一致しないもの
	６
	

	２　積算根拠となる下請等見積書の提出がないもの（見積書が不足する場合を含む。）又は積算根拠が不明なもの
	６
	

	３　下請等見積書の見積金額未満の積算項目があるもの
	６
	

	４　下請等見積書の仕様内容と一致しない積算があるもの
	６
	

	５　設計図書と異なる仕様で経費が計上されているもの
	６
	

	６　直接工事費又は共通仮設費の積算根拠が書面上不明で，ヒアリング時に明確な根拠が確認できたもの
	４
	

	７　直接工事費の積算項目に，積算項目ごとに設計金額の50％未満のものがあるもの（項目数を問わず，複数項目でも重複減点はしない。）
	４
	

	８　共通仮設費に設計図書で指定した安全費の積上計上がないもの
	４
	

	９　直接工事費の積算項目に，積算項目ごとに設計金額の80％未満のものがあるもの（項目数を問わず，複数項目でも重複減点はしない。）
	２
	

	10　直接工事費又は共通仮設費の項目区分が標準積算基準と異なるもの
	２
	

	減　点　指　数　合　計　及　び　評　価
	Ａ
	Ｂ


　評価　「良」＝減点指数合計０　「可」＝減点指数合計６未満　「不可」＝減点指数合計６以上
２　減点評価項目該当の理由
(送付する際は注意書きを消すこと)

注　１　減点評価項目のうち，該当する項目の「該当」欄に○を記入すること。
２　「Ａ」欄には該当する減点指数の合計を記入し，「Ｂ」欄には「良」，「可」，「不可」のうち該当する評価を記入すること。
３　「２　減点評価項目該当の理由」には，減点評価項目ごとに該当理由を具体的に記入すること。
３　施工体制確保の確実性
	減　　点　　評　　価　　項　　目
	減点指数
	該当

	１　積算の現場管理費若しくは一般管理費の合計が誤っているもの又は入札時提出の工事費内訳書記載の各合計と一致しないもの
	６
	

	２　現場管理費若しくは一般管理費の積算に内訳の記載がないもの又は積算根拠が不明なもの
	６
	

	３　現場管理費又は一般管理費の積算根拠が書面上不明で，ヒアリング時に明確な根拠が確認できたもの
	４
	

	４　現場管理費に安全訓練等に要する費用又は法定福利費の計上がないもの
	４
	

	５　提出資料に「その価格により入札した理由」又は「経費節減が図られた理由」の記載がないもの（記載内容が不明瞭な場合を含む。）
	４
	

	６　契約の保証が現金以外のものであるにもかかわらず，一般管理費に契約保証費の計上がないもの
	２
	

	７　提出資料が不足するもの（下請等見積書の場合は除く。）
	２
	

	８　監理技術者又は主任技術者に加えて１名専任配置しなければならない技術者が書面上明確でないもの
	２
	

	９　現場管理費又は一般管理費の項目区分が標準積算基準と異なるもの
	２
	

	10　工程管理上支障が生じるおそれがあるその他，施工体制上何らかの問題があると認められるもの
	２
	

	減　点　指　数　合　計　及　び　評　価
	Ａ
	Ｂ


　評価　「良」＝減点指数合計０　「可」＝減点指数合計６未満　「不可」＝減点指数合計６以上
４　減点評価項目該当の理由
(送付する際は注意書きを消すこと)

注　１　減点評価項目のうち，該当する項目の「該当」欄に○を記入すること。
２　「Ａ」欄には該当する減点指数の合計を記入し，「Ｂ」欄には「良」，「可」，「不可」のうち該当する評価を記入すること。
３　「４　減点評価項目該当の理由」には，減点評価項目ごとに該当理由を具体的に記入すること。
様式７
第　　　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
                  様
高知市長　桑　名　龍　吾
低入札審査失格通知書
建設工事低入札価格調査制度により入札結果を保留していた下記の工事の入札については，審査の結果，契約内容に適合した履行がされないおそれがあると認められるため，失格と決定されたのでお知らせします。
なお，あなたの施工体制評価は，別紙のとおりです。
記
１　入札日時
２　工事番号
３　工 事 名
４　失格理由
(送付する際は注意書きを消すこと)

注　失格理由は，第11の１又は２のうちの該当項目及びその該当事由を明記すること。
別紙
施工体制評価結果一覧表
業者名　　　　　　　　　　　
１　品質確保の実効性
	減　　点　　評　　価　　項　　目
	減点指数
	該当

	１　積算の直接工事費若しくは共通仮設費の合計が誤っているもの又は入札時提出の工事費内訳書記載の各合計と一致しないもの
	６
	

	２　積算根拠となる下請等見積書の提出がないもの（見積書が不足する場合を含む。）又は積算根拠が不明なもの
	６
	

	３　下請等見積書の見積金額未満の積算項目があるもの
	６
	

	４　下請等見積書の仕様内容と一致しない積算があるもの
	６
	

	５　設計図書と異なる仕様で経費が計上されているもの
	６
	

	６　直接工事費又は共通仮設費の積算根拠が書面上不明で，ヒアリング時に明確な根拠が確認できたもの
	４
	

	７　直接工事費の積算項目に，積算項目ごとに設計金額の50％未満のものがあるもの（項目数を問わず，複数項目でも重複減点はしない。）
	４
	

	８　共通仮設費に設計図書で指定した安全費の積上計上がないもの
	４
	

	９　直接工事費の積算項目に，積算項目ごとに設計金額の80％未満のものがあるもの（項目数を問わず，複数項目でも重複減点はしない。）
	２
	

	10　直接工事費又は共通仮設費の項目区分が標準積算基準と異なるもの
	２
	

	減　点　指　数　合　計　及　び　評　価
	Ａ
	Ｂ


　評価　「良」＝減点指数合計０　「可」＝減点指数合計６未満　「不可」＝減点指数合計６以上
２　減点評価項目該当の理由
(送付する際は注意書きを消すこと)

注　１　減点評価項目のうち，該当する項目の「該当」欄に○を記入すること。
２　「Ａ」欄には該当する減点指数の合計を記入し，「Ｂ」欄には「良」，「可」，「不可」のうち該当する評価を記入すること。
３　「２　減点評価項目該当の理由」には，減点評価項目ごとに該当理由を具体的に記入すること。
３　施工体制確保の確実性
	減　　点　　評　　価　　項　　目
	減点指数
	該当

	１　積算の現場管理費若しくは一般管理費の合計が誤っているもの又は入札時提出の工事費内訳書記載の各合計と一致しないもの
	６
	

	２　現場管理費若しくは一般管理費の積算に内訳の記載がないもの又は積算根拠が不明なもの
	６
	

	３　現場管理費又は一般管理費の積算根拠が書面上不明で，ヒアリング時に明確な根拠が確認できたもの
	４
	

	４　現場管理費に安全訓練等に要する費用又は法定福利費の計上がないもの
	４
	

	５　提出資料に「その価格により入札した理由」又は「経費節減が図られた理由」の記載がないもの（記載内容が不明瞭な場合を含む。）
	４
	

	６　契約の保証が現金以外のものであるにもかかわらず，一般管理費に契約保証費の計上がないもの
	２
	

	７　提出資料が不足するもの（下請等見積書の場合は除く。）
	２
	

	８　監理技術者又は主任技術者に加えて１名専任配置しなければならない技術者が書面上明確でないもの

	２
	

	９　現場管理費又は一般管理費の項目区分が標準積算基準と異なるもの
	２
	

	10　工程管理上支障が生じるおそれがあるその他，施工体制上何らかの問題があると認められるもの
	２
	

	減　点　指　数　合　計　及　び　評　価
	Ａ
	Ｂ


　評価　「良」＝減点指数合計０　「可」＝減点指数合計６未満　「不可」＝減点指数合計６以上
４　減点評価項目該当の理由
(送付する際は注意書きを消すこと)

注　１　減点評価項目のうち，該当する項目の「該当」欄に○を記入すること。
２　「Ａ」欄には該当する減点指数の合計を記入し，「Ｂ」欄には「良」，「可」，「不可」のうち該当する評価を記入すること。
３　「４　減点評価項目該当の理由」には，減点評価項目ごとに該当理由を具体的に記入すること。
様式８
第　　　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
                  様
高知市長　桑　名　龍　吾
入札中止通知書
調査基準価格を下回る入札が行われたため入札結果を保留していた下記工事の入札については，審査の結果すべての低入札者を失格としたので，中止とします。
記
１　工 事 名
様式９
建設工事低入札価格調査制度に基づく審査結果書（公表用）
１　概要
	工事名（工事番号）
	

	工事場所
	

	入札日（事情聴取日）
	

	調査対象者
住所・商号
	

	事情聴取に出席した
調査対象者の役職・氏名
	

	調査実施者
所属・氏名
	


２　入札記録
３　調査項目の確認内容と結果
	(1)
	調査項目
	確認内容
	結果

	(2)
	当該価格により入札した理由
	
	

	(3)
	入札価格の詳細内訳書
	
	

	(4)
	下請予定者一覧表
	
	

	(5)
	手持ち工事の状況
	
	

	(6)
	工事場所と入札者の事業所等との関連
	
	

	(7)
	手持資材の状況
	
	

	(8)
	資材購入先及び購入先と入札者との関係
	
	

	(9)
	手持機械の状況
	
	

	(10)
	機械のリース予定
	
	

	(11)
	労務者の具体的供給見通し
	
	

	(12)
	対象工事に係る建設副産物の搬出地
	
	

	(13)
	経営状況，信用状態
	
	

	(14)
	その他
	
	


４　審査会の判断
	□　契約の内容に適合した履行がされると認める。
□　契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認める。
（理由）
　　　年　月　日


様式10
第　　　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
高知市長                 様
商号又は名称
代表者職氏名               印
配置予定技術者の別工事への配置に関する届出書
建設工事低入札価格調査制度適用となり入札結果を保留された下記の工事について，当該入札にあたって提出した配置予定技術者届出書等に記載した技術者を別の建設工事の配置予定技術者として競争入札に参加し，その工事を落札したことから，技術者を配置することができなくなったので届け出ます。
記
１　工事番号
２　工 事 名
３　入札日
４　入札書記載金額
５　配置予定技術者氏名
＜落札した工事の内容＞
　　発注機関名
　　工事名
　　入札日
　　落札金額
様式12
年　　月　　日

高　知　市　長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（所在地）
　

（商号又は名称）


（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　　印

当該価格により入札した理由
	１
	工事名
	

	２
	工事場所
	

	３
	入札価格
	

	４
	当該価格で入札した理由

	　


※当該価格で入札した理由（低価格で施工することが可能となる理由）を労務費，手持ち工事の状況，当該工事現場と事務所・倉庫等との関係，資材・機械の状況，共通仮設費，現場管理費，一般管理費等，下請予定会社等との協力等の面から具体的に記載してすること

様式13
下請予定者一覧
	予定業者名
	所在地
	下請内容
	下請予定額（円）
	下請予定業者との関係

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※「下請予定業者との関係」欄には，入札者と下請予定会社との関係を記載すること（協力会社，同族会社，資本提携会社等）
【添付書類】・下請予定業者の見積書の写し　注）見積額を独自に査定している場合は，その査定が妥当であると判断できる根拠資料

　様式14
手持ち工事の状況
	発　注　者
	工種
	工　事　名
	工　事　場　所
	請負金額（円）
	工　　期
	元請・下請

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※手持ち工事（高知市内）を全て記入すること
【添付書類】様式第５号において，入札価格の縮減に関連する場合は，該当手持ち工事について，以下の書類を添付すること
・対象工事と手持ち工事現場の位置関係が確認できる地図
　　　　　　・手持ち工事に関する契約書等の写し
　　　　　　・手持工事が対象工事における入札価格の縮減に関連する場合は，当該関連性及び縮減理由が判明する書類
　
様式15
対象工事の工事場所と入札者の事業所等との関連
	 １　事業所・資材置場・倉庫・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 ２　事業所名等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 ３　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 ４　工事現場までの距離　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 ５　工事現場までの時間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	
	 事業所，資材置場，倉庫等と工事箇所が確認できる図面


	

	


　【添付書類】様式第５号において，入札価格の縮減に関連する場合は，以下の書類を添付すること
・事業所，資材置場，倉庫等の所在地等の存在及び使用権限を証明する登記関係書類又は契約書等の写し

様式16
対象工事に係る手持資材の状況
	品　　名
	規　格・型　式
	単　位
	数　量
	本工事での
使用予定量
	単価（原価）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※対象工事で使用する予定の手持ち資材を記載すること
【添付書類】様式第５号において，入札価格の縮減に関連する場合は，該当資材について，以下の書類を添付すること
・手持資材の資材購入伝票の写し等，調達時の価格を確認できる資料の写し
　　　　　　・手持資材の保管状況を示す写真
様式17
対象工事の資材購入先及び購入先と入札者との関係
	品　　名
	規格，寸法，形式
	購入数量
	単　位
	単　価
	購　　入　　先




	購入先との関係



	
	
	
	
	
	業　者　名
	所　在　地
	電話番号
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


※対象工事で購入を予定している資材及び購入先等について記載すること
　「購入先との関係」欄には，入札者と購入予定業者との関係を記載すること（協力会社，同族会社，資本提携会社等）

【添付書類】様式第５号において，入札価格の縮減に関連する場合は，該当資材について，以下の書類を添付すること
・資材購入予定先の見積書の写し　注）見積額を独自に査定している場合は，その査定が妥当であると判断できる根拠資料
　　　　　　・「購入先との関係」に記載した関係を証明する書類

様式18
対象工事に係る手持機械の状況
	機械名称
	購入年月日
	製造者名
	仕　　　様

（規格・型式・能力・年式）
	数　量
	活用できる

数　量
	活用できる

日　数

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※対象工事で使用を予定している手持機器（車両・設備等を含む）について記載すること
【添付書類】様式第５号において，入札価格の縮減に関連する場合は，該当機械について，以下の書類を添付すること
・手持ち機械の固定資産税（償却資産）に係る課税台帳登録事項証明書
　　　　　　・手持ち機械の保管状況の写真
様式19
対象工事に係る機械のリース予定
	機械名称
	メーカー名・規格・型式・能力・年式
	数　量
	単　価
	リース元予定業者の状況

	
	
	
	
	業者名
	所在地
	リース元との関係

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※対象工事でリースを予定している機器（車両・設備等を含む）及びリース元予定業者等について記載すること
　「リース元との関係」欄には，入札者とリース元予定業者との関係を記載すること（協力会社，同族会社，資本提携会社等）

【添付書類】様式第５号において，入札価格の縮減に関連する場合は，該当機械について，以下の書類を添付すること
・リース会社の見積書の写し　注）見積額を独自に査定している場合は，その査定が妥当であると判断できる根拠資料
　　　　　　・「購入先との関係」に記載した関係を証明する書類

様式20
対象工事に係る労務者の具体的供給見通し
１ 自社施工
	工　　種
	職　　種
	労務単価（円）
	員数（人）
	合計額

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


２ 下請会社施工

	下請予定会社名
	工　　種
	職　　種
	労務単価（円）
	員数（人）
	合計額
	下請予定会社
との関係

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※下請会社施工の労務単価が不明な場合は，合計額のみ記載すること
　｢工種｣欄には，設計書の工種区分に基づき｢管きょ工｣，｢マンホール工｣等を記載すること

「職種」欄には，公共工事設計労務単価にある51業種の中から記載すること

「労務単価」欄には，経費を除いた労務者に支払われる予定の日額賃金の額を記載すること
「員数」欄には，使用する労働者の延べ人数を記載すること

「下請予定会社との関係」欄には，入札者と下請予定会社との関係を記載すること（協力会社，同族会社，資本提携会社等）

様式21
対象工事に係る建設副産物の搬出地
	建設副産物
	受入れ予定会社
	受入れ予定箇所
	運搬距離
	数量
	処理価格（円）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※対象工事で発生する全ての建設副産物について記載すること
　「処理価格」欄には，受入れ予定会社が受け入れる予定の価格（単価）を記載すること
【添付書類】・受入れ予定業者の見積書の写し
　注）見積額を独自に査定している場合は，その査定が妥当であると判断できる根拠資料
様式22
過去に施工した公共工事名等及び工事実績
	発　注　者
	工　事　名
	工事場所
	工事概要
	請負金額（円）
	工　期
	工事成績
評定点
	低入札価格調査対象の有無

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


※過去５年間における国又は地方公共団体等の発注工事を元請としての施工した同種工事の実績を10件程度記載すること
　低入札価格調査の対象となった工事の実績を優先して記載すること

【添付書類】・契約書・仕様書・図面・工事成績評定通知書の写し
様式23
その他参考となる事項

	


＊当該入札価格で契約内容の履行が確保されるか否かを検討するうえで，参考となる事項があれば記入すること。また，参考となる資料がある場合は，添付すること。
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